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I. 業 績 の 概 況 
 
 

(1) 市場環境および事業基盤の変化 

世界経済は、緩やかな回復基調にあるものの、国際政治上の不安要素もあり、先行きは

不透明になっています。多くの企業では、ビジネスのデジタルトランスフォーメーション

/as a Service 化が進展し、ICT の検討/利用主体が IT 部門だけでなく事業部門にも拡大し

ており、ICT 市場においても、Software Defined 化されたサービス範囲の拡大、海外事業

者による IaaS の寡占化、AI の高度化/開発強化等が進展するなど、市場構造が目まぐるし

く変化し、多様かつ熾烈な競争がグローバルレベルで激化している状況にあります。 

 

(2) 経営概況 

NTT コミュニケーションズは、このような環境変化を踏まえ、新たな事業ビジョン「ビ

ジョン 2020」と新コーポレートスローガン「Transform.Transcend.」を定めました。2016

年度は、この新スローガンのもとグローバルシームレスを最大限活用したソリューション

モデルの提案を推進するとともに、自動化やプロセス効率化も追求、自らもデジタルトラ

ンスフォーメーションにより競争力を強化し、お客さま企業のビジネスプロセス革新と新

たなビジネスモデル創出を目指してきました。 

 

具体的には、通信事業者ならではの強みを有するクラウド、データセンター、ネットワ

ーク、アプリケーション、セキュリティ、マネージド ICT などの各種サービスをグローバ

ルレベルで最適に組み合わせた「シームレス ICT ソリューション」により、グローバルレ

ベルで統一的にマネジメントされた ICT 環境、低コスト・柔軟・オンデマンドな ICT 環境、

ビジネスを支える安心安全な ICT 環境を実現し、お客さまの意思決定の迅速化や生産性の

向上などのビジネスプロセスの革新や新たなビジネス創出に貢献しました。 

加えて、アナリストによるベンダ比較レポートの評価では、グローバルネットワーク事

業者としてのトップカテゴリーである「リーダー」のポジションを 4年連続で獲得すると

ともに、アジア／パシフィック地域におけるクラウド事業者評価でも 2年連続「リーダー」

のポジションを獲得しました。サービスにおいては、グローバルクラウドビジョンに基づ

きサービス競争力を更に強化しました。各事業分野別の主な取り組みは以下の通りです。 

 

＜各事業分野別の取り組み＞ 

○クラウド基盤： 

世界 11 カ国 14 拠点に基盤を展開する企業向けクラウドサービス「Enterprise Cloud」

においては、2016 年 3 月に日本で大幅機能拡充を行い、2016 年 4 月以降、各国へ海外展開

を行いました。また、パートナー連携において、2016 年 10 月にミランティス・ジャパン

株式会社と OpenStack のマネージドプライベートクラウド提供に向けた協業、2016 年 11

月に株式会社 NTT データ、Pivotal ジャパン株式会社、Intel Corporation とクラウドネイ

ティブソリューションの開発・提供に向けた協業、2017 年 2 月に Virtustream, Inc.およ

び EMC ジャパン株式会社と大規模 SAP システムなどに対応する共有型クラウド基盤サービ

スの開発・販売に向けた協業、2017 年 3 月に日本マイクロソフト株式会社と企業向けのハ

イブリッドクラウド基盤の共同開発・営業連携に向けた協業に、合意しました。 

データセンターサービス「Nexcenter」では、2016 年 4 月に「バージニア アッシュバー

ン 2（VA2）データセンター」、2016 年 12 月に「東京第 9 データセンター」の提供を開始

しました。また、2016 年 12 月に「バージニア アッシュバーン 3 (VA3) データセンター」

の建設を開始しました。 

また、Software Defined 技術を活用した「SDｘ＋M」ソリューションにおいては、

「Enterprise Cloud」、「Nexcenter」、そして「Amazon Web Services」などを含む複数のク

ラウドサービス間を、グローバルシームレス・高速・セキュアに接続する「Software-Defined 
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Exchange Service（SD-Exchange）」の提供を 2017 年 3 月より開始しました。 

 

○データネットワーク： 

高品質・高信頼な VPN「Arcstar Universal One」では、セキュリティオプションサービ

ス「セキュアインターネット接続機能（vUTM）」を 2016 年 10 月より提供開始しました。ま

た、セキュアな閉域網上にマルチクラウド環境を構築できるサービス「Arcstar Universal 

One Multi-Cloud Connect」においては、2016 年 4 月にオンデマンドに即時開通や帯域変

更が可能となる機能の強化、2016 年 6 月に英国クラウド基盤への接続、2016 年 10 月に米

国クラウド基盤への接続、2016 年 12 月に「Amazon Web Services」の導入・実装・運用を

一元的に支援するサポートメニューの提供を開始しました。 

インターネット接続サービス「OCN」では、不正なアクセスからお客さまの Web サーバー

を守る SaaS 型セキュリティサービス「OCN vWAF サービス」を 2016 年 9 月より提供開始し

ました。 

高速LTE通信サービス「OCN モバイル ONE」では、2016年 7月より無料で接続できるWi-Fi

スポットを、2016 年 9 月より通信開始時の速度が向上する「バースト転送機能」を、2016

年 10 月より利用中のスマートフォンの修理・交換などを行う端末補償サービス「あんしん

補償」を、2017 年 2 月より大容量かつシェアできる 20GB/月コースと 30GB/月コースを、

提供開始しました。 

Software Defined 技術を活用した「SDｘ＋M」ソリューションにおいては、複数の回線

上でソフトウェア制御によりオーバレイネットワークを柔軟に構築・管理する

「Software-Defined Network Service（SD-NS）」の提供を 2017 年 3 月より開始しました。 

 

○ボイスコミュニケーション： 

ユニファイドコミュニケーションサービス「Arcstar UCaaS」について、当社のグループ

会社 Arkadin SAS が、Microsoft ベースのユニファイドコミュニケーションサービスの導

入に強みを持つ英国有力プロバイダーApplicable Limited の買収を 2016 年 9 月に完了す

るなど、大企業向けのサービス展開を拡大させました。 

音声サービスにおいては、携帯電話からの通話の利用量が多いお客さまがさらにお得に

なる、企業向け通話かけ放題サービス「ビジネスモバイル」を 2016 年 10 月より提供開始

するとともに、BYOD 利用時のセキュリティ強化などに活用できる設定変更サイトの提供を

2017 年 2 月より開始しました。また、「OCN モバイル ONE」の音声対応 SIM 利用者向けに

提供中の「OCN でんわ」では、2016 年 8 月より何回かけても定額で利用できる「OCN でん

わ 5 分かけ放題オプション」を、2017 年 2 月より定額でかけられる通話時間が拡大できる

「OCN でんわ 10 分かけ放題オプション」を、2017 年 3 月より MVNO 向けに格安スマホの通

話料金を下げることができる「OCN でんわ」の卸サービスを、提供開始しました。 

国際中継サービスにおいては、企業がマーケティングや認証などの用途で個人の携帯電

話番号宛に配信する A2P SMS（Application to Person ショートメッセージサービス）のう

ち、国をまたいで送られるものについて、最適な経路で中継し、低遅延および確実な到達

を実現する「A2P SMS 国際中継サービス」を 2016 年 11 月から提供開始しました。 

 

○アプリケーション＆コンテンツ： 

2016 年 10 月より、マイナンバーカードを使って公的個人認証サービス を利用すること

ができるサービス「MySign」を開始しました。 

 AI(人工知能)を活用したサービスにおいては、自然な日本語を高い精度で理解し、必

要な情報を自ら聞き出すといった“人間らしい対話”ができる「Communication Engine

“COTOHA”」を、2016 年 10 月より提供開始しました。また、Web サイトの利用者が入力し

た質問に対して適切な回答を表示し、疑問を解決できるよう支援する企業向けの AI サービ

ス「Semantic Search Engine “COTOHA Chat & FAQTM”」、AI による高精度の翻訳機能を提

供する「業界特化型 AI 翻訳プラットフォームサービス」β版を、2017 年 1 月より提供開
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始しました。 

 

○ソリューション： 

総合リスクマネジメントサービス「WideAngle」では、2016 年 8 月にマネージドセキュ

リティサービス運用基盤に搭載した人工知能を拡充し、サイバー攻撃分析ロジックを大幅

強化しました。また、セキュリティインシデント対応メニュー「インシデント対応駆付け

保障」と「標的型マルウェア感染端末調査」を 2016 年 10 月より提供開始しました。加え

て、社内システムへの不正アクセスを特定後、感染した端末の通信を自動遮断するメニュ

ー「プロアクティブ レスポンス」を、2017 年 2 月より提供開始しました。さらに、2016

年 8 月より事業を開始した NTT セキュリティ株式会社と連携し、益々巧妙化／悪質化が予

想されるセキュリティ脅威への対策とリスクマネジメントを総合的に支援するサービスの

提供に努めました。 

Software Defined 技術を活用した「SDｘ＋M」ソリューションにおいては、堅牢性と柔

軟性を兼ね備えたオフィス LAN 環境を構築する「Software-Defined LAN Solution（SD-LAN

ソリューション）」の提供を 2016 年 10 月より開始しました。 

トータルマネージド ICT サービス「Global Management One」では、対象サービスに「SD-NS」

「SD-Exchange」「SD-LAN ソリューション」を 2017 年 3 月より加え、お客さまの ICT 環境

全体について、設計･構築から保守･運用、分析までフルライフサイクルサポートをグロー

バルに実現しました。 

 

○新しいサービス領域など： 

IoT のビジネス推進においては、企業の IoT によるビジネスアイデアを素早く形にし、

ビジネス変革や生産性向上に貢献するため、キャリアならではのグローバルに展開するネ

ットワーク・クラウド・データセンターなどのアセットを活用し、「Factory」・「Product」・

「Vehicle」の各ユースケースに対応したサービス提供と共に、アプリケーションプラット

フォーム事業者やデバイス事業者などのパートナー企業との連携も進めました。 

SDx 技術を活用した「SDｘ＋M」ソリューションにおいては、「Enterprise Cloud」、「Amazon 

Web Services」、「Microsoft Azure」などのクラウドサービスや、お客さまが構築したオン

プレミスシステムを一元的に管理できるプラットフォーム「Cloud Management Platform

（CMP）」の機能を 2017 年 3 月より拡張し、「SD-NS」「SD-LAN ソリューション」「SD-Exchange」

に対応しました。 

 

 

＜その他の取り組み＞ 

セールスにおいては、Formula 1 レーシングチーム McLaren-Honda と、3年間のテクノ

ロジー・パートナーシップ契約を締結し、ネットワークやクラウド、IoT、データ収集や解

析に係る最新の技術を用いて、Formula 1 チームを支えるために最適なパフォーマンスを

持つ ICT 基盤の構築に向け、相互協力を開始するなど、全社 Go to Market の視点でお客さ

ま企業のデジタルトランスフォーメーションへの貢献に向けたソリューション提案を促進

しました。また、グローバルシームレスサービスを最大限活用したソリューションモデル

による提案強化により、お客さま企業の「既存ビジネスの変革」と「新たなビジネスモデ

ル創出」を支援すること、ターゲット市場に対応した販売チャネルポートフォリオ／ソリ

ューションモデル設定により効率的かつ効果的なセールスをグローバルに展開することに

取り組みました。 

オペレーションにおいては、競争力の源泉として、デジタル技術を活用し、シンプル化

／自動化／標準化を加速させ、サービス複合案件の対応力強化、顧客接点の深化を推進し

ました。加えて、サービス複合案件に適したデリバリや保守運用のプロセスを構築、標準

オペレーションの徹底的な自動化の推進に取り組みました。さらに、アジア域内の保有ケ

ーブル容量の増加と、アジア各国への接続性の強化に向けて、大容量光海底ケーブル「Asia 
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Pacific Gateway」を 2016 年 10 月より運用開始するとともに、NTT ワールドエンジニアリ

ングマリン株式会社が運用する海底ケーブル敷設船「きずな」を 2017 年 3 月に竣工させ、

ケーブル敷設・保守力を強化しました。 

また、グローバルシームレスなマネジメントを推進するため、NTT コミュニケーション

ズグループ各社へのグローバル共通の ERP システムの導入を継続して実施しました。さら

に、調達においては、調達システムの更改検討を契機に、再販系調達、オフィス用品、少

額用品、サプライヤマネジメント等のプロセスの抜本的な合理化を図るとともに、役務調

達における標準化を進化させ、DB 化、適正チェックフロー定着によるコスト削減と、契約・

支払業務のフロースルー化（電子見積/契約/請求）によるプロセスの効率化に取組みまし

た。また、人材においては、若手社員全員にエンジニア業務を経験させるなど、当社のサ

ービスをより高度化するための人材確保・育成に注力しました。 

CSR 活動については、2016 年 10 月に基本方針の見直しを CSR 報告書 2016 において公表

しました。また、環境保護活動については、環境宣言および環境目標 2030 を 2016 年 11 月

に策定するとともに、環境保護環境負荷低減を目指し、データセンターや通信ビルにおい

て、空調設備の効率化、気流改善の実施、自動空調制御システム導入を拡大しました。 

セキュリティにおいては、セキュリティリスク低減に向けた取り組みや、国内外のグル

ープ会社の更なるサイバーセキュリティ対策の強化に向け、グループ各社との連携及び支

援体制の強化に向けた取り組みを開始しました。 

ダイバーシティの観点から、性別・年齢・出身地・国籍・宗教・障がいの有無等を問わ

ず多様な人材が、仕事と生活の調和を図りながら、柔軟で効率的な働き方の実現により活

躍できるよう、ICT を活用した生産性の高いワークスタイル改革と、いきいき働くための

企業風土づくりを推進しました。また NTT グループにおける「女性管理者倍増計画」宣言

に合わせた、女性管理者比率目標値（2020 年度 8.9％）に向け、女性のマネジメント層創

出につながるキャリア形成を継続して支援するとともに、女性社員の採用にも積極的に取

り組みました。これらの取り組みの結果、新たに創設された総務省選定「テレワーク先駆

者百選」に認定されるとともに、女性活躍推進法に基づく厚生労働大臣認定「えるぼし」

の最上位認定を取得しました。 

 

（3）経営成績 

NTT コミュニケーションズグループ全体では、営業収益については、対前年比 361 億円

減(▲2.7%)の 12,830 億円と、4期ぶりの減収となりました。また営業利益は対前年比 143

億円増 (+12.1%)の 1,325 億円となりました。 

 

NTT コミュニケーションズ株式会社単体の営業収益について事業分野別にみると、クラ

ウド基盤収入が対前年比 20 億円増(+2.9%)の 720 億円、データネットワーク収入は対前年

比 149 億円増(+4.0%)の 3,848 億円、ソリューション収入は対前年比 11 億円増(+0.7%)の

1,634 億円と 3つの分野で増収となりました。また、アプリケーション＆コンテンツ収入

は対前年比 9億円減(▲2.6%)の 377 億円、ボイスコミュニケーション収入は対前年比 95 億

円減(▲3.7%)の 2,507 億円となりました。以上の結果、営業収益全体としては 2期連続の

増収となり、対前年比 55 億円増(+0.6%)の 9,238 億円となりました。 

営業費用については、光コラボのサービス提供に伴って通信設備使用料が対前年比で増

加したこともあり、対前年比 41 億円増(+0.5%)の 8,313 億円となりました。 

これにより、営業利益は対前年比 14 億円増(+1.5%)の 925 億円となり 9期ぶりの対前年増

収増益に、当期純利益は対前年比 126 億円増(+17.5%)の 850 億円となりました。 

 

 



Ⅱ．NTTコミュニケーションズグループ決算概況

（単位　百万円）

第 17 期 第 18 期

科 目 2015年４月１日から 2016年４月１日から

2016年３月31日まで 2017年３月31日まで

営業収益 1,319,113 1,282,968 △ 36,145 △ 2.7

営業費用 1,200,915 1,150,477 △ 50,438 △ 4.2

営業利益 118,198 132,491 14,293 12.1

増 減 額
（△）

増 減 率
（％）
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(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

有形固定資産

機械設備 １３４，３１５ １５１，５３１ １７，２１５

空中線設備 １，７０７ １，６７４ △ ３３

端末設備 １，３９７ １，９６３ ５６５

市内線路設備 ７３０ １，１０３ ３７３

市外線路設備 ５，７５９ ５，１２２ △ ６３７

土木設備 ５１，７８９ ４９，８７８ △ １，９１１

海底線設備 １３，４０８ １６，７０１ ３，２９３

建物 １９９，１７８ ２０５，４７５ ６，２９６

構築物 ３，０３０ ２，６２４ △ ４０６

機械及び装置 １１２ ６８ △ ４３

車両及び船舶 ８２ ６２ △ ２０

工具、器具及び備品 ３７，８０５ ４６，７００ ８，８９５

土地 ４５，２４１ ４８，５７７ ３，３３５

リース資産 ５，０６０ ７，９５０ ２，８８９

建設仮勘定 ２８，０８５ １３，３２３ △ １４，７６１

有形固定資産合計 ５２７，７０６ ５５２，７５７ ２５，０５１

無形固定資産 １０１，７６６ ９８，８２０ △ ２，９４５

電気通信事業固定資産合計 ６２９，４７２ ６５１，５７８ ２２，１０５

　　投資その他の資産

投資有価証券 １３５，２９１ １０８，１５２ △ ２７，１３９

関係会社株式 ３８１，９４９ ３８７，９０５ ５，９５６

その他の関係会社投資 １，５００ － △ １，５００

出資金 ３５９ ３４５ △ １４

関係会社出資金 ２，０４９ ２，０４９ －

関係会社長期貸付金 １，７２５ １，２６８ △ ４５６

長期前払費用 ３，４８３ ４，８４１ １，３５７

前払年金費用 ６，２３５ ６，３９１ １５６

繰延税金資産 ６，２１７ １７，４９９ １１，２８２

海底線使用権 １７，０８８ １７，１１４ ２６

その他の投資及びその他の資産 １４，６２４ １６，２６８ １，６４３

貸倒引当金 △ ２０７ △ １６０ ４７

投資その他の資産合計 ５７０，３１６ ５６１，６７５ △ ８，６４１

　　固定資産合計 １，１９９，７８９ １，２１３，２５４ １３，４６４

　流動資産

　　現金及び預金 １２，６０７ ３，４０６ △ ９，２００

　　受取手形 － ８ ８

　　売掛金 １７９，８３９ １７８，２４８ △ １，５９０

　　未収入金 ４７，６２４ ４９，４５９ １，８３４

リース投資資産 １１７ ９２ △ ２４

　　有価証券 － ４ ４

　　貯蔵品 ９，８０６ ９，６４３ △ １６２

　　前渡金 ３，７００ ４，５５２ ８５１

　　前払費用 ６，４６９ ８，０８４ １，６１５

　　繰延税金資産 ３，６９４ ３，１７７ △ ５１６

　　関係会社預け金 ４，０５４ １６，６３６ １２，５８２

　　その他の流動資産 ２９，２１４ ８，６４７ △ ２０，５６６

　　貸倒引当金 △ １，０１７ △ １，３６７ △ ３４９

　　流動資産合計 ２９６，１１０ ２８０，５９５ △ １５，５１４

　資産合計 １，４９５，８９９ １，４９３，８４９ △ ２，０５０

（2016年３月31日） （2017年３月31日）

 Ⅲ．比較貸借対照表（単体）

科 目
第 17 期 第 18 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 １９９，５０４ ２２２，３３３ ２２，８２９

リース債務 ５，１８３ ６，２９７ １，１１３

　　退職給付引当金 ８６，７２２ ８９，９９４ ３，２７２

　　ポイントサービス引当金 ５４７ ４０７ △ １３９

　　未使用テレホンカード引当金 ３，６２８ ３，５４０ △ ８８

　　資産除去債務 ３，２９６ ４，１２６ ８２９

　　その他の固定負債 ５，１７０ １３，１１８ ７，９４８

　　固定負債合計 ３０４，０５３ ３３９，８１８ ３５，７６５

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ４３，３６０ － △ ４３，３６０

　　買掛金 ３１，８９４ ２９，５４８ △ ２，３４６

　　短期借入金 ７，７６６ － △ ７，７６６

リース債務 ３，２２２ ３，８５１ ６２９

　　未払金 １５１，６２３ １５３，９５３ ２，３２９

　　未払費用 ５，００２ ４，９６０ △ ４２

　　未払法人税等 ６，９６８ ３，７４９ △ ３，２１８

　　前受金 ３，７９０ ３，７３６ △ ５３

　　預り金 １４，１５０ １，５２５ △ １２，６２５

　　前受収益 １５０ １７３ ２２

　　工事損失引当金 １３ ６２７ ６１３

　　資産除去債務 － ５６ ５６

　　その他の流動負債 １，３６３ １，１７８ △ １８５

　　流動負債合計 ２６９，３０７ ２０３，３６０ △ ６５，９４６

　負債合計 ５７３，３６０ ５４３，１７９ △ ３０，１８１

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ２１１，７６３ ２１１，７６３ －

　　資本剰余金

資本準備金 １３１，６１５ １３１，６１５ －

資本剰余金合計 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　利益剰余金

その他利益剰余金

圧縮積立金 ７，２２８ ７，１８９ △ ３９

繰越利益剰余金 ５１０，２０７ ５５６，８０８ ４６，６００

利益剰余金合計 ５１７，４３６ ５６３，９９７ ４６，５６１

　　株主資本合計 ８６０，８１５ ９０７，３７６ ４６，５６１

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ６１，７２３ ４３，０８０ △ １８，６４３

　　繰延ヘッジ損益 － ２１３ ２１３

　　評価・換算差額等合計 ６１，７２３ ４３，２９３ △ １８，４２９

　純資産合計 ９２２，５３８ ９５０，６７０ ２８，１３１

負債・純資産合計 １，４９５，８９９ １，４９３，８４９ △ ２，０５０

科 目
（2016年３月31日） （2017年３月31日）

第 17 期 第 18 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 ６９１，２９０ ６９７，３３３ ６，０４２

　営業費用

　　営業費 １５６，４２９ １５９，６５４ ３，２２４

　　施設保全費 ７４，１９７ ７４，１４８ △ ４８

　　共通費 １１，３７３ １０，９７６ △ ３９７

　　管理費 ６６，３８０ ６６，１０６ △ ２７３

　　試験研究費 １１，６６５ １１，６５４ △ １０

　　減価償却費 ８９，５４５ ８９，１３９ △ ４０５

　　固定資産除却費 ５，１９５ ６，２３６ １，０４０

　　通信設備使用料 １８７，１５２ １９０，７０８ ３，５５５

　　租税公課 １１，１５３ １１，７４５ ５９１

　　営業費用合計 ６１３，０９３ ６２０，３７０ ７，２７６

　電気通信事業営業利益 ７８，１９６ ７６，９６３ △ １，２３３

附帯事業営業損益

　営業収益 ２２７，０１８ ２２６，５２２ △ ４９５

　営業費用 ２１４，０７２ ２１０，９３６ △ ３，１３５

　附帯事業営業利益 １２，９４６ １５，５８５ ２，６３９

営業利益 ９１，１４３ ９２，５４９ １，４０５

営業外収益

　受取利息 ２７２ ６２ △ ２０９

　有価証券利息 ０ ０ △ ０

　受取配当金 １２，４８６ ８，２５８ △ ４，２２８

　物件貸付料 １１，５８１ １１，２０４ △ ３７６

　雑収入 ２，８２２ １，２２２ △ １，５９９

　営業外収益合計 ２７，１６３ ２０，７４８ △ ６，４１５

営業外費用

　支払利息 １，５１４ １，０５０ △ ４６３

　物件貸付費用 ５，５５１ ５，７１２ １６１

　雑支出 １，０３４ １，０７２ ３８

　営業外費用合計 ８，１００ ７，８３６ △ ２６４

経常利益 １１０，２０６ １０５，４６１ △ ４，７４５

特別損失

　関係会社株式評価損 ５，８４７ － △ ５，８４７

　特別損失合計 ５，８４７ － △ ５，８４７

税引前当期純利益 １０４，３５９ １０５，４６１ １，１０２

法人税、住民税及び事業税 ２９，００３ ２３，０９７ △ ５，９０６

法人税等調整額 ３，０４２ △ ２，６３９ △ ５，６８１

当期純利益 ７２，３１２ ８５，００３ １２，６９０

第 18 期

増 減 （ △ ）
2017年３月31日まで

2015年４月１日から

 Ⅳ．比較損益計算書（単体）

第 17 期

2016年３月31日まで
2016年４月１日から
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第17期  （自 2015年４月１日 至 2016年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 6,517 481,672 488,190 831,569 98,314 － 98,314 929,884

当期変動額

剰余金の配当 △ 43,067 △ 43,067 △ 43,067 △ 43,067

当期純利益 72,312 72,312 72,312 72,312

圧縮積立金の積立 727 △ 727 － － －

圧縮積立金の取崩 △ 17 17 － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△ 36,590 △ 36,590 △ 36,590

当期変動額合計 － － － 710 28,534 29,245 29,245 △ 36,590 － △ 36,590 △ 7,345

当期末残高 211,763 131,615 131,615 7,228 510,207 517,436 860,815 61,723 － 61,723 922,538

第18期  （自 2016年４月１日 至 2017年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 7,228 510,207 517,436 860,815 61,723 － 61,723 922,538

当期変動額

剰余金の配当 △ 38,441 △ 38,441 △ 38,441 △ 38,441

当期純利益 85,003 85,003 85,003 85,003

圧縮積立金の取崩 △ 39 39 － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△ 18,643 213 △ 18,429 △ 18,429

当期変動額合計 － － － △ 39 46,600 46,561 46,561 △ 18,643 213 △ 18,429 28,131

当期末残高 211,763 131,615 131,615 7,189 556,808 563,997 907,376 43,080 213 43,293 950,670

資本金

資本剰余金

資本
剰余金
合計 圧縮積立金

繰越利益
剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

評価・換算
差額等
合計

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本
準備金

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

株主資本 評価・換算差額等

資本金

資本剰余金

 Ⅴ．株主資本等変動計算書（単体）

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計
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(単位　百万円)

クラウド基盤 ７０，０２９ ７２，０３４ ２，００５ ２．９

データネットワーク ３６９，８７１ ３８４，８０４ １４，９３３ ４．０

ボイスコミュニケーション ２６０，３２９ ２５０，７９４ △ ９，５３５ △ ３．７

アプリケーション＆コンテンツ ３８，７２９ ３７，７３２ △ ９９６ △ ２．６

ソリューション １６２，３５２ １６３，４９６ １，１４４ ０．７

その他 １６，９９７ １４，９９３ △ ２，００３ △ １１．８

営業収益合計 ９１８，３０９ ９２３，８５５ ５，５４６ ０．６

事 業 分 野

第 17 期 第 18 期
増　減　額

（△）
増　減　率

（％）

 Ⅵ．営業収益内訳（単体）

2015年４月１日から 2016年４月１日から
2016年３月31日まで 2017年３月31日まで
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １０４，３５９ １０５，４６１ １，１０２

　減価償却費 １０６，８３７ １０６，９７１ １３４

　固定資産除却損 ４，０７５ ４，５１７ ４４１

　固定資産売却益 △ ３ △ ７８ △ ７５

　貸倒引当金の増加又は減少（△）額 △ １１７ ３０２ ４１９

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 １，１４０ ３，２７２ ２，１３１

　関係会社株式評価損 ５，８４７ － △ ５，８４７

　売上債権の増加（△）又は減少額 △ ３，４１３ △ ２３９ ３，１７４

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ ３，０１５ １，１５２ ４，１６７

　仕入債務の増加又は減少（△）額 ４３２ ７０３ ２７０

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ４，８５０ ２，４３４ ７，２８５

　その他 △ ２３，１８３ △ １０，９２５ １２，２５７

　小計 １８８，１０８ ２１３，５７１ ２５，４６３

　利息及び配当金の受取額 １２，７５２ ８，３４４ △ ４，４０７

　利息の支払額 △ １，４１８ △ １，０８６ ３３２

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ２２，４３６ △ ２９，８９２ △ ７，４５５

　営業活動によるキャッシュ・フロー １７７，００４ １９０，９３７ １３，９３３

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ １２４，４５３ △ １３４，６７７ △ １０，２２４

　固定資産の売却による収入 １８ ４１２ ３９４

　投資有価証券等の取得による支出 △ １０５，７９２ △ ４２２ １０５，３７０

　投資有価証券等の売却による収入 １５２ ２，２４２ ２，０９０

　長期貸付による支出 △ ５，８５２ － ５，８５２

　その他 △ １，７２０ △ ４，０４２ △ ２，３２１

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２３７，６４８ △ １３６，４８７ １０１，１６１

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 １４９，８５７ ２２，８６４ △ １２６，９９３

　長期借入金の返済による支出 △ ５３，３６０ △ ４３，３６０ １０，０００

　短期借入による増減（△）額 △ ２，６４７ △ ７，７６６ △ ５，１１９

リース債務の返済による支出 △ ７，４７０ △ ４，３０６ ３，１６４

　配当金の支払額 △ ３６，００１ △ ３３，０００ ３，０００

　財務活動によるキャッシュ・フロー ５０，３７８ △ ６５，５６９ △ １１５，９４７

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ２，１４７ △ １５８ １，９８８

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ １２，４１２ △ １１，２７７ １，１３５

現金及び現金同等物の期首残高 ４４，０４２ ３１，６３０ △ １２，４１２

現金及び現金同等物の期末残高 ３１，６３０ ２０，３５３ △ １１，２７７

2015年４月１日から 2016年４月１日から
2016年３月31日まで 2017年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 17 期 第 18 期

 Ⅶ．比較キャッシュ・フロー計算書（単体）

科 目
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Ⅷ. 役 員 の 異 動 

（１）新任取締役候補

佐々倉  秀一 （経営企画部長） 

髙 屋 洋一郎 （第五営業本部長） 

梶 田 直 紀 （第四営業本部 副本部長） 

梶 村 啓 吾 （ソリューションサービス部長）

高 岡 宏 昌 （日本電信電話株式会社 総務部門 担当部長） 

伏 屋 敦 弘 （日本電信電話株式会社 総務部門 担当部長） 

（２）退任予定取締役

取締役 大 井    貴 （エヌ・ティ・ティ・ビズリンク株式会社 入社予定） 

取締役 有 馬    彰  （当社 相談役 就任予定） 

取締役 小 澤 正 憲 （西日本電信電話株式会社 入社予定） 

（３）役員の人事の予定

新役職名および
新委嘱・担当業務 

(氏 名) 
現役職名および 

現委嘱・担当業務 

代表取締役副社長 
技術担当 
サービス担当
オペレーション担当
情報セキュリティ担当

舩 橋  哲 也 代表取締役副社長 
技術担当 
オペレーション担当
情報セキュリティ担当
コーポレート担当
カスタマサービス部長

代表取締役副社長 
営業本部担当 
グローバル担当 
コーポレート担当

中 田  勝 己 代表取締役副社長 
営業本部担当 
グローバル担当 

取締役 
ネットワークサービス部長

佐々倉 秀 一 経営企画部長 

取締役 
第五営業本部長 

髙 屋 洋一郎 第五営業本部長 

取締役 
ICTコンサルティング本部長 

梶 田  直 紀 第四営業本部 副本部長 

取締役 
ソリューションサービス部長

梶 村  啓 吾 ソリューションサービス部長
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新役職名および 
新委嘱・担当業務 

(氏 名) 
現役職名および 

現委嘱・担当業務 

取締役  
カスタマサービス部長

高 岡  宏 昌 日本電信電話株式会社 総務部門 
担当部長 

取締役  伏 屋  敦 弘 日本電信電話株式会社 総務部門 
担当部長 

 (注)・退任予定取締役のうち大井貴は6月11日、小澤正憲は6月22日、有馬彰は第18回定時株主総会(6月
23日）終結時をもって辞任の予定です。 

・佐々倉秀一は6月12日よりネットワークサービス部長を兼務する予定です。

以  上 
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